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序章 はじめに 

■第３期十日町市人口ビジョンについて 

 平成 26 年 12 月以降、国では、人口急減・超高齢化という我が国が直面する大きな課

題に対し政府一体となって取り組み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続

的な社会を創生できるよう、まち・ひと・しごと創生本部を設置し、国と地方が総力を

挙げて取り組む上での指針となる「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を策定しま

した。 

 本長期ビジョンは、50 年後に１億人程度の人口を維持するため、日本の人口の現状と

将来の姿を示し、人口減少をめぐる問題に関する国民の認識の共有を目指すとともに、

今後目指すべき将来の方向を提示することを目的としています。 

 本市においても、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すため、本市にお

ける人口の現状や課題を分析し、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨を踏ま

えた「十日町市人口ビジョン」を平成 27 年 10 月に策定しました。その後、令和元年 12

月に策定した「第２期十日町市人口ビジョン」から５年が経過するなか、本市の人口に

関する各種データも更新されたことを踏まえ、同ビジョンで掲げた目標等を検証すると

ともに、将来人口推計を見直すために「第３期十日町市人口ビジョン」を策定しました。 
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第１章 人口の現状分析 

１．人口動向分析 

（１）これまでの人口推移と将来推計 

 １）総人口と将来推計 

 本市の総人口は、昭和 25（1950）年の 104,318 人をピークに減少傾向にあり、令和２

（2020）年時点で 49,820 人（昭和 25 年比 47.8%）となっています。今後も減少が続く見

通しで、国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）によると、令和 32

（2050）年に 26,029 人に減少すると推計されています。 

 年齢３区分別人口では、年少人口（０～14 歳人口）及び生産年齢人口（15～64 歳人口）

が減少傾向で推移しており、今後も引き続き減少すると推計されています。一方、老年

人口（65 歳以上人口）は平成２（1990）年に年少人口を逆転し、増加傾向で推移してき

ましたが、令和２（2020）年をピークに減少に転じています。 

 

図表１ 総人口及び年齢３区分別人口の推移・推計（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 総人口及び年齢３区分別人口の推移・推計 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

図表２ 年齢３区分別人口割合の推移・推計（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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 ２）年齢別男女別人口の推移 

 平成２（1990）年から平成 12（2000）年頃までは若者が市外へ流出する「ひょうたん

型」を形成していましたが、平成 22（2010）年以降は少子化が進み、徐々に逆三角形に

近い形に変化しています。また、団塊世代が 80 歳代後半を迎える令和 12（2030）年以降

の推計では、人口構造に大きな変化はなく、人口減少が進行すると推計されています。 

 

図表３ 人口ピラミッド（平成２〈1990〉年～令和 52〈2070〉年）（各年 10 月１日現在） 
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（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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 ３）地域別人口の推移 

 昭和 55（1980）年以降は、すべての地域において総人口が減少しています。特に、松

代地域と松之山地域の減少率が高く、令和２（2020）年の人口は昭和 55（1980）年の４

割を下回る水準にまで減少しています（松代地域で 39.6％、松之山地域で 35.2％）。 

 また、すべての地域において高齢化率（総人口に占める老年人口の割合）も上昇して

います。特に松之山地域（57.7％）では６割近くにまでなり、最も高くなっています。

次いで松代地域（50.1％）が高くなっています。 

 

図表４ 地区別人口増減率の推移（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」 

 

図表５ 地区別高齢化率の推移（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」 
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 さらに、総人口の推移を 13 地区別にみると、平成 22（2010）年から平成 27（2015）

年にかけて、13 地区すべてで減少しています。特に「松之山」の減少率は 14.5％と１割

を超えているほか、「松代」や「川西」「中里」など７地区の減少率が本市全体の減少率

（6.8％）を上回っています。 

 続く平成 27（2015）年から令和２（2020）年にかけても、13 地区すべてで減少してい

ます。特に「高山」と「西部」を除く 11 地区の減少率が、平成 22（2010）年から平成 27

（2015）年にかけての減少率を上回っています。 

 令和２（2020）年の本市の総人口は 49,820 人となり、昭和 55（1980）年の 63.2％の

水準となっています。これを本市の総人口と同規模の県内４市と比較すると、佐渡市の

60.6％に次いで低い水準にあり、村上市（71.6％）や五泉市（76.2％）に比べて 10 ポイ

ントあまり低くなっています。また、近隣の２市と比較しても 10 ポイント程度低くなっ

ています。 

 一方、令和２（2020）年の本市の高齢化率は 39.9％となり、佐渡市（42.6％）に次い

で高くなっています。 

 

図表６ 地区別総人口・人口増減率の推移と年齢３区分別人口割合の状況（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」 

 

図表７ 同規模市または近隣市との総人口と年齢３区分別人口割合の比較（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」 
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Ｈ２（1990） 70,938 76,511 65,566 78,061 61,289 47,394 43,437

Ｈ12（2000） 65,033 73,902 65,492 72,173 58,820 45,386 41,641

Ｈ22（2010） 58,911 66,427 61,624 62,727 54,550 40,361 38,600

Ｈ27（2015） 54,917 62,442 58,568 57,255 51,404 37,352 36,498

Ｒ２（2020） 49,820 57,418 54,851 51,492 47,625 34,483 34,096

Ｒ２（2020）/Ｓ55（1980） 63.2 71.6 87.3 60.6 76.2 71.1 75.8

年少人口割合：Ｒ２（2020） 10.6 9.6 12.0 10.0 10.2 10.5 11.2
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H22(2010) H27(2015) R2(2020) H27/H22 R2/H27 年少人口 生産年齢人口 老年人口
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吉田 2,694 2,534 2,280 ▲ 5.9 ▲ 10.0 11.7 56.1 43.4
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（２）自然増減と社会増減に関する人口動向 

 １）出生・死亡数の推移 

 自然動態は、平成５（1993）年に出生数が死亡数を下回って以降、自然減の状態とな

り、その幅は年々拡大しています。出生数は減少傾向で推移し、令和５（2023）年時点

で年間 190 人と昭和 60（1985）年のおよそ４分の１の水準となっています。 

 一方、死亡数は増加傾向で推移し、令和５（2023）年時点で年間 782 人と昭和 60（1985）

年の 1.2 倍となっているほか、出生数のおよそ４倍となっています。 

 

図表８ 出生・死亡数の推移（各年 10/1～9/30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）新潟県「新潟県の人口移動」 

 

 ２）転入・転出数の推移 

 社会動態は一貫して社会減の状態が続いています。また、社会減の幅は平成 20 年代に

は拡大傾向で推移してきましたが、平成 30 年代以降は、やや縮小傾向にあります。その

背景には、転入数・転出数とも減少傾向にあるなか、転出数の減少幅が転入数の減少幅

を上回る年が多いことがあります。 

 

図表９ 転入・転出数の推移（各年 10/1～9/30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）新潟県「新潟県の人口移動」 
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 ３）総人口の推移に影響を与えてきた自然増減と社会増減の状況 

 本市の自然増減と社会増減の状況を合わせてみると、出生数が死亡数を上回った平成

５（1993）年以降、自然減かつ社会減の状況が続いています。 

 出生数の減少ならびに死亡数の増加を背景に、自然減による減少数は年々拡大傾向に

あります。 

 一方、社会減についてみると、昭和 60（1985）年代からバブル経済崩壊前後の平成初

頭にかけて、その減少数が縮小しました。その後も、社会減による減少数は一定の減少

幅で推移するなか、平成 27（2015）年と平成 28（2016）年に減少幅がやや拡大したもの

の、以降の減少幅は再び縮小のうごきがみられます。 

 

図表 10 総人口の推移に影響を与えてきた自然増減と社会増減の状況（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）新潟県「新潟県の人口移動」 
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（３）自然増減に影響を与える結婚・出産の状況 

 １）15～49 歳女性人口の推移 

 合計特殊出生率の算出対象年代である 15～49 歳女性人口は減少傾向にあり、今後も減

少が続くと推計されています。 

 同時に、総人口に占める 15～49 歳女性人口の比率は昭和 50（1975）年以降、低下傾向

で推移しています。 

 

図表 11 15～49 歳女性人口の推移（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

 ２）男女別年齢別の結婚の状況 

 平成 27（2015）年と令和２（2020）年における男性の結婚の状況（以下、有配偶率）

を比較すると、令和２（2020）年の「25～29 歳」～「40～44 歳」と「50～54 歳」～「75

～79 歳」の有配偶率が平成 27（2015）年に比べて低下しています。 

 

図表 12-1 男性の年齢別有配偶率の推移（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」 
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 同様に、女性の有配偶率を比較すると、令和２（2020）年の「20～24 歳」と「30～34

歳」～「60～64 歳」の有配偶率が平成 27（2015）年に比べて低下しています。 

 また、令和２（2020）年における本市と、本市に隣接し、総人口が同規模である南魚

沼市の有配偶率を男女別にみると、男性では、本市の「35～39 歳」～「60～64 歳」の有

配偶率が南魚沼市に比べて低くなっています。一方、女性では、本市の「45～49 歳」の

有配偶率が南魚沼市に比べて高くなっていますが、他の年代は概ね同程度となっていま

す。 

 

図表 12-2 女性の年齢別有配偶率の推移（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」 

 

図表 12-3 本市と南魚沼市における年齢別有配偶率の推移の比較（各年 10 月１日現在） 
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 ３）合計特殊出生率の推移 

 合計特殊出生率は、年によってばらつきがありますが、全国や新潟県の値よりも高い

水準で推移しています。ただし、近年の出生数は減少傾向で推移しており、令和５（2023）

年では 190 人となっています。これは、平成 12（2000）年の４割弱の水準です。 

 また、本市の合計特殊出生率の推移と、本市の総人口と同規模の市や近隣の市におけ

る合計特殊出生率の推移とを比較すると、本市の合計特殊出生率は、従来総じて他市に

比べて高くなっていましたが、令和元（2019）年以降、他市と同程度となっています。 

 

図表 13 合計特殊出生率と出生数の推移（各年 1/1～12/31） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）厚生労働省「人口動態調査」、新潟県「新潟県福祉保健年報」「人口動態統計」 

 

図表 14 同規模市または近隣市との合計特殊出生率の比較（各年 1/1～12/31） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）厚生労働省「人口動態調査」、新潟県「新潟県福祉保健年報」 
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 ４）母親の年齢別出生数比率の推移 

 母親の年齢別出生数の比率をみると、以前は 25～34 歳が６割台後半～７割程度を占め

ていましたが、近年は５割台～６割台前半となっています。特に、30 歳未満の比率が低

下傾向にあり、30 歳以上の比率が高位で推移しています。 

 

図表 15 母親の年齢別出生数比率の推移（各年 1/1～12/31） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）厚生労働省「人口動態調査」、新潟県「新潟県福祉保健年報」 

 

 ５）母親の年齢別出生率の推移 

 合計特殊出生率を母親の年代別にみると（母親の年代別に算出した合計特殊出生率を

合計すると 15～49 歳女性の合計特殊出生率となる）、20 歳代以下の出生率が低下傾向と

なっているほか、30 歳代の出生率もやや低下傾向にあります。 

 

図 16 母親の年齢別出生率の推移（各年 1/1～12/31） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）厚生労働省「人口動態調査」、新潟県「新潟県福祉保健年報」 
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（４）社会増減に影響を与える人口移動の状況 

 １）年齢階級別の人口移動の状況 

 転入数から転出数を引いた純移動をみると、高校卒業の年齢を含む 15～19 歳や大学卒

業および就職の年代である 20～24歳または 25～29歳の転出超過が大きくなっています。

一方、直近では 0～14 歳や 35～44 歳、45～54 歳、55～64 歳で転入超過の年がみられま

す。 

 

図表 17 年齢階級別の人口移動の状況（各年 10/1～9/30） 
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 ２）年齢階級別の人口移動の状況の長期的動向 

 年齢階級別の人口移動では、「10～14 歳→15～19 歳」と「15～19 歳→20～24 歳」の転

出超過及び「20～24 歳→25～29 歳」の転入超過が各年とも大きくなっています。同年齢

階級での転出超過による人口の減少幅や転入超過による人口の増加幅は、過去に比べて

小さくなっています。 

 

図表 18 年齢階級別の人口移動の長期的動向（各年 10 月１日現在） 
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 ３）理由別の人口移動の状況 

 転入数は『20～24 歳』と『25～29 歳』が多く、以下『35～44 歳』『30～34 歳』『０～

14 歳』などの順となっています。 

 転入数が多い『20～24 歳』から『35～44 歳』の年齢階級では、半数以上が「職業」の

理由によるものとなっています。 

 

図 19-1 年齢階級別・理由別の転入数（R5）（R4.10.1～R5.9.30） 
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 転出数は『20～24 歳』が最も多く、以下『25～29 歳』『15～19 歳』『30～34 歳』『35～

44 歳』『０～14 歳』などの順となっています。 

 転出数が多い『20～24 歳』では、約７割が「職業」の理由であり、『25～29 歳』から

『35～44 歳』の年齢階級でも半数程度ないしは半数以上が「職業」の理由となっていま

す。 

 

図 19-2 年齢階級別・理由別の転出数（R5）（R4.10.1～R5.9.30） 
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 ４）地域ブロック別の人口移動の状況 

 地域ブロック別の人口移動では、県内（十日町市を除く県内の他市町村）への転出超

過が特に多く、次いで東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）が多くなっていま

す。また、北関東（茨城県、栃木県、群馬県）も増加傾向にあります。 

 

図表 20 地域ブロック別の純移動の推移（各年 10/1～9/30） 
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 ５）県内の人口移動の状況 

 県内の人口移動では、『新潟』（新潟市）や『長岡』（長岡市）への転出超過が特に多く、

年によっては『上越』（上越市）や『その他中越』（三条市、柏崎市、小千谷市、加茂市、

見附市、魚沼市、田上町、出雲崎町、湯沢町、津南町、刈羽村）も多くなっています。 

 また近年は、『新潟』（新潟市）や『長岡』（長岡市）などを中心に、転出超過幅が過去

に比べて大きくなっています。 

 

図表 21 県内の純移動の推移（各年 10/1～9/30） 
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（５）産業構造に係る人口動向 

 １）男女別産業分類別の人口の状況 

 男性の就業者は、建設業、製造業、農業の順に多く、女性は医療・福祉、製造業、卸売

業・小売業の順に多くなっています。 

 全国の就業者比率と比較した特化係数※をみると、就業者数が 500 人以上いる産業にお

いて、男性では「農業」「建設業」などが高く、女性では「農業」「製造業」などが高くな

っており、全国と比較して特化している産業といえます。 

 

※特化係数とは、Ｘ産業の特化係数＝本市のＸ産業の就業者比率／全国のＸ産業の就業

者比率で計算される係数で、１以上の場合、全国と比べて本市の産業が特化傾向にあ

ることを示す係数である 

 

図表 22 産業分類別従業者数（令和２〈2020〉年）（10 月１日現在） 
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 ２）主要産業の男女別年齢階級別の人口割合 

 主要産業の年齢階級別の人口割合では、男女ともに農業の高齢化が著しく、50 歳以上

が８割以上、60 歳以上でも７割以上となっています。また、多くの業種で 30 歳未満が１

割前後となっており、主要産業において次世代を担う人材不足が懸念されています。 

 

図表 23 主要産業の年齢階級別人口割合（令和２〈2020〉年）（10 月１日現在） 
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 ３）就業者の推移 

 生産年齢人口の減少に伴い、20～64歳の就業者数も減少傾向で推移しています。一方、

就業率（20～64 歳の就業者数/20～64 歳の総人口）は、これまで低下傾向で推移してき

ましたが、平成 27（2015 年）以降、上昇が続いています。 

 

図表 24 20～64 歳の就業者数・就業率の推移（各年 10 月１日現在） 
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２．将来人口の推計とシミュレーション 

（１）令和元（2019）年の人口ビジョンにおける本市の独自推計 

   と令和５（2023）年の社人研の推計との比較 

 １）本市の独自推計と社人研の推計との比較 

 令和元（2019）年（以下、前回）の人口ビジョンにおける本市の独自推計、平成 30 年

に国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）から示された平成 27 年の国勢調査を

踏まえた平成 30（2018）年推計（以下、H30 推計）、および令和５年に社人研から示され

た令和２年の国勢調査を踏まえた令和５（2023）年推計（以下、R5 推計）を比較すると

以下のようになります。 

 なお、前回の本市の独自推計は、平成 27（2015）年の国勢調査をもとに推計したもの

であり、H30 推計における平成 27（2015）年と令和２（2020）年の値と同一です。 

 R5 推計は、令和２（2020）年の国勢調査の実績を踏まえた推計ですが、令和２（2020）

年時点において、本市の独自推計は R5 推計（＝令和２（2020）年の国勢調査実績）を

1,320 人上回っている（実際よりも過大に推計、以下同じ）ほか、令和７（2025）年時点

では 2,753 人上回る推計となっています。 

 

図表 25 本市の独自推計と社人研の推計との比較（各年 10 月１日現在） 
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 ２）令和２（2020）年の乖離の状況と要因（図表 25 中の「Ⅰ．▲1,320 の差」） 

 本市の独自推計による令和２（2020）年の推計値（51,140 人）と国勢調査による令和

２（2020）年の実績値（49,820 人）との乖離（1,320 人：別表Ⅰ．令和２（2020)年にお

ける本市の独自推計と国勢調査実績との乖離【1,320 人】）の要因を探ると、自然増減で

は、本市の独自推計の出生数が国勢調査の出生数に比べて 218 人多く見積もっていたと

推計されます。また、市独自推計の死亡数が国勢調査の死亡数に比べて 140 人少なく見

積もっていたと推計されます。なお、ここでの出生数は、平成 27（2015）年から令和２

（2020 年）にかけての「０～４歳」の人口の増減数を対象としています。 

 また、社会増減（純移動数）では、本市独自推計が国勢調査に比べて 962 人少なく見

積もっていたと推計されます。なお、ここでの純移動数は、平成 22（2010）年から平成

27（2015 年）にかけての「５～９歳」～「90 歳～｣の人口の増減数を対象としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ⅰ．本市の独自推計と国勢調査との乖離（1,320 人）の推計方法】 

ⅰ．国勢調査による平成 27（2015）年の実績値（54,917 人）と、本市の独自推計（＝

H30 推計）による令和２（2020）年の人口の推計値（51,140 人）との差を求める

（＝▲3,777 人）。 

ⅱ．国勢調査による平成 27（2015）年の人口の実績値（54,917 人）と、国勢調査によ

る令和２（2020）年の人口の実績値（49,820 人）との差を求める（＝▲5,097 人）。 

ⅲ．上記ⅰで求めた▲3,777 人と上記ⅱで求めた▲5,097 人との差を求める（＝▲1,320

人）。 

 

 ３）令和７（2025）年の乖離の状況と要因（図表 25 中の「Ⅱ．▲2,753 の差」） 

 本市の独自推計による令和７（2025）年の推計値（47,552 人）と R5 推計による令和７

（2025）年の推計値（44,799 人）との乖離（2,753 人）の要因を探ると、①H30 推計によ

る令和２（2020）年から令和７（2025）年にかけての増減数の推計値と R5 推計による令

和２（2020）年から令和７（2025）年にかけての増減数の推計値との乖離（2,531 人：別

表Ⅱ-①．R5 推計と H30 推計との乖離【2,531 人】）、および②本市の独自推計による令和

２（2020）年から令和７（2025）年にかけての増減数の推計値と H30 推計による令和２

（2020）年から令和７（2025）年にかけての増減数の推計値との乖離（222 人：別表Ⅱ-

本市の独自推計による令和2
（2020）年の推計値：51,140人

▲1,320人の差

国勢調査による令和2（2020）年
の実績値：49,820人

自然増減
▲358人

社会増減
▲962人
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②．本市の独自推計（人口ビジョンにおける施策反映済）と H30 推計との乖離【222 人】）

に分けられます。なお、2,753 人のなかには、前頁の「２）平成 27（2015）年の乖離の

状況と要因」でみた 1,320 人も含まれていると考えられます。 

 上記①の要因を自然増減と社会増減に分けてみると、H30 推計の自然減が R5 推計の自

然減に比べて 701 人少なく見積もっています。また、H30 推計の社会減が R5 推計の社会

減に比べて 1,830 人少なく見積もっています。 

 上記②の要因を自然増減と社会増減に分けてみると、本市の独自推計の自然減が H30

推計の自然減に比べて 74 人少なく見積もっていたと推計されます。また、本市の独自推

計の社会減が H30 推計の社会減に比べて 148 人少なく見積もっていたと推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ⅱ-①R5 推計と H30 推計との乖離（2,531 人）の推計方法】 

ⅰ．H30 推計による令和２（2020）年から令和７（2025）年にかけての増減数は▲6,340

人と推計される。 

ⅱ．H30 推計による令和２（2020）年から R5 推計による令和７（2025）年にかけての

増減数は▲3,809 人と推計される。 

ⅲ．上記ⅱで求めた▲6,340 人と上記ⅰで求めた▲3,809 人との差（▲2,531 人）を求

める。 

【Ⅱ-②本市の独自推計と H30 推計との乖離（222 人）の推計方法】 

ⅳ．本市の独自推計による令和２（2020）年から令和７（2025）年にかけての増減数は

▲3,588 人と推計される。 

ⅴ．H30 推計による令和２（2020）年から令和７（2025）年にかけての増減数は▲3,809

人と推計される。 

ⅵ．上記ⅴで求めた▲3,587 人と上記ⅳで求めた▲3,809 人との差（▲222 人）を求め

る。 

 

 

 

 

自然増減▲74人

自然増減   ▲775人
社会増減 ▲1,978人

本市の独自推計による令和７
（2025）年の推計値：47,552人

H30推計による令和７
（2025）年の推計値：47,330人

R5推計による令和７
（2025）年の推計値：44,799人

▲2,753人
の差

（Ⅰの▲1,320
人を含む）

▲222人 社会増減
▲148人

自然増減
▲701人

社会増減
▲1,830人

▲2,531人 ←①R5推計とH30推計との差

←②本市の独自推計と
　　H30推計との差
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（２）本市の独自推計と社人研の推計の乖離の背景 

 「（１）令和元（2019）年の人口ビジョンにおける本市の独自推計と令和５（2023）年

の社人研の推計との比較」で分析した本市の独自推計と社人研の推計の乖離の背景につ

いて、自然増減と社会増減に分けて分析を行ないました。 

 

 １）自然増減の背景 

 ①出生数の減少 

 前回の人口ビジョンを策定した頃の出生数（平成 26〈2014〉年～平成 30〈2018〉年の

平均）は 332 人であったのに対し、近年（令和１〈2019〉年～令和５〈2023〉年の平均）

の出生数は 225 人と、100 人程度減少しています。つまり、本市の独自推計と社人研の推

計との乖離における自然増減の背景の一つとしては、出生数が想定よりも減少したこと

が考えられます。 

 そして、出生数が減少した背景として、15～49 歳女性人口の減少が想定より早く進ん 

 

図表 26 出生数の推移（各年 10/1～9/30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）新潟県「新潟県の人口移動」 

 

図表 27 15～49 歳女性人口の推移（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」、新潟県「新潟県推計人口」 
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でいることが挙げられます。総人口に占める 15～49 歳女性人口の比率の推移をみると、

前回の人口ビジョンを策定した頃の同比率（平成 27〈2015〉年～令和元〈2019〉年の平

均）が 14.7％であったのに対し、近年（令和２〈2020〉年～令和５〈2023〉年の平均）

の同比率は 13.9％と、前回の人口ビジョン策定時点よりも１ポイント近く低下していま

す。また、令和５（2023）年 10 月の 15～49 歳の女性人口（6,292 人・13.4％）は、本市

の独自推計の令和７（2025）年時点の同人口（6,652 人・14.0％）を下回っています。そ

の結果、出生数が減少しているものと考えられます。 

 

 ２）社会増減の背景 

 ①転入数を上回る転出数 

 前回の人口ビジョンを策定した頃の転出数（平成 26〈2014〉年～平成 30〈2018〉年の

平均）が 1,319 人であったのに対し、近年（令和元〈2019〉年～令和５〈2023〉年の平

均）の転出数は 1,164 人と、転出数は 155 人減少しています。 

 一方、前回の人口ビジョンを策定した頃の転入数（同）が 857 人であったのに対し、

近年（同）は 770 人と、転入数は 87 人減少しています。 

 結果として、転出超過が前回の人口ビジョンを策定した頃（同）の▲462 人から近年

（同）の▲394 人へと、移住支援の取組などにより縮小していますが、依然として転出超

過＝純移動数のマイナス状態が続いていることが、本市の独自推計と社人研の推計との

乖離における社会増減の背景と考えられます。 

 

 ②続く若年層を中心とした転出超過状態 

 前回の人口ビジョンを策定した頃の若年層（15～29 歳）の純移動数は転出超過（平成

26〈2014〉年～平成 30〈2018〉年の平均）で▲321 人でしたが、近年（令和元〈2019〉年

～令和５〈2023〉年の平均）の転出超過は▲269 人と、転出超過数が 52 人減少していま

すが、依然として転出超過＝純移動数のマイナス状態が続いています。 

 また、全年代の純移動数に占める若年層の純移動数の割合は７割弱の状況が続いてお

り、若年層の転出超過の状態が続いていることが主要因と考えられます。 

 また、転出数を理由別にみると、20～24 歳の若年層を中心に「職業」とする割合が高

い状況が続いています。つまり、引き続き「職業」を理由とした転出が若年層の転出超 

 

図表 28 転入・転出数、純移動数の推移（各年 10/1～9/30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）新潟県「新潟県の人口移動」 
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過の状態につながっている大きな要因と考えられます。 

 

図表 29 年齢階級別の人口移動の状況（各年 10/1～9/30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）新潟県「新潟県の人口移動」 

 

図表 30 年齢階級別・理由別の転出数（平成 30〈2018〉年→令和５〈2023〉年） 

【平成 30（2018）年】（H29.10.1～H30.9.30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和５（2023）年】（R4.10.1～R5.9.30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）新潟県「新潟県の人口移動」 
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（３）将来人口推計を活用した分析 

 １）社人研の将来人口推計の状況 

 社人研の将来人口推計（令和５年推計）によると、本市の総人口は、Ｒ12（2030）年で

40,416 人、Ｒ22（2040）年には 32,702 人、Ｒ27（2045）年には 29,262 人と３万人を割

り込み、Ｒ32（2050）年には 26,029 人になると見込まれています。 

 

図表 31 社人研の将来人口推計（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

 ２）人口減少状況の分析 

 「人口減少段階」は、一般的に「第１段階：老年人口の増加（総人口の減少）」「第２段

階：老年人口の維持・微減（減少率 0％以上 10％未満）」「第３段階：老年人口の減少」）

の３つの段階を経て進行するとされています。社人研推計によると、本市の人口減少は、 

 

【人口減少段階】 

※第 1 段階：老年人口の増加（総人口の減少） 

第 2 段階：老年人口の維持・微減 

第 3 段階：老年人口の減少 

※Ｒ２（2020）年の人口を 100 とし、各年の人口を指数化して表示 

 

図表 32 社人研推計における人口の減少段階（十日町市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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令和７（2025）年までは老年人口が維持・微減する「第２段階」、令和７（2025）年以降

は老年人口も減少する「第３段階」になると推計されています。 

 本市の人口減少は、新潟県と比較して、15 年～20 年程度早く進行し、全国と比較して

20 年程度早く進行する見通しとなっています。 

 

図表 33 社人研推計における人口の減少段階（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

図表 34 社人研推計における人口の減少段階（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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（４）自然増減・社会増減の影響度 

 １）シミュレーションの結果による影響度 

 社人研推計をもとに、合計特殊出生率を人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定した

シミュレーション１では、令和 32（2050）年の本市の総人口は 27,537 人と推計されま

す。 

 また、上記の合計特殊出生率の仮定に加えて、純移動がゼロとなり人口移動が均衡す

ると仮定したシミュレーション２では、令和 32（2050）年の本市の総人口は 35,196 人と

推計されます。 

 なお、将来人口の推計及びシミュレーションには、国から提供されたデータ及びワー

クシートを使用しています。 

 

図表 35 シミュレーションによる人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推計パターン、シミュレーションの概要】 

推計パターン 推計方法 

社人研推計 

・主に平成 27（2015）年から令和２（2020）年の人口の動向を勘案し

将来の人口を推計 

・移動率は、足元の傾向が続くと仮定 

シミュレーション 1 

・社人研推計をベースに、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長

期的に一定に保てる水準の 2.1）まで上昇したとした場合のシミュ

レーション 

シミュレーション 2 

・社人研推計をベースに、合計特殊出生率が人口置換水準まで上昇

し、かつ人口移動が均衡した（転入・転出数が同数となり移動がゼ

ロとなる）とした場合のシミュレーション 

 

【推計パターン、シミュレーションの合計特殊出生率の推計値・仮定値】 

 R７ R12 R17 R22 R27 R32 

社人研推計 1.406 1.445 1.484 1.489 1.492 1.499 

シミュレーション

１・２ 
1.807 1.953 2.100 2.100 2.100 2.100 
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 内閣府地方創生推進室「地方人口ビジョンの策定のための手引き（令和元年 12 月版）」

では、将来推計人口のシミュレーション結果について、下記の基準に則って、自然増減

の影響度と社会増減の影響度それぞれを５段階で評価する方法が示されています。 

 

■自然増減の影響度 

・（シミュレーション 1 の令和 32(2050)年の総人口／社人研推計の令和 32(2050)年の総

人口）の数値に応じて、以下の 5 段階に整理。 

 

「１」＝100％未満、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、 

「４」＝110～115％、「５」＝115%以上の増加 

 

■社会増減の影響度 

・（シミュレーション２の令和 32(2050)年の総人口／シミュレーション１の令和

32(2050)年の総人口）の数値に応じて、以下の５段階に整理。 

 

「１」＝100％未満、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、 

「４」＝120～130％、「５」＝130%以上の増加 

（資料）内閣府地方創生推進室「地方人口ビジョンの策定のための手引き（令和元年６月版）」 

 

 本市の将来推計人口のシミュレーション結果から、上記の基準に則り、自然増減の影

響度と社会増減の影響度を求めると、本市の自然増減の影響度は「３」、社会増減の影響

度は「４」であり、社会増減による影響度がより大きいことがわかります。 

 特に、社会増減の影響度が「４」となり、純移動数において転出超過が大きいことが、

本市の人口減少に強く影響していることを表す結果となっています。しかし、令和元

（2019）年以降の純移動数の平均減少幅は、過去数年の平均と比べても縮小しており、

人口減少問題への対応策として特に重視してきた社会動態対策を、今後も進めていくこ

とが有効とみられます。 

 

【自然増減・社会増減の影響度】 

分類 計算方法 

十日町市

の 

影響度 

新潟県の 

影響度 

自然増減

の影響度 

シミュレーション 1 の R32 の推計人口：27,537 

社人研推計の R32 の推計人口    ：26,030 

    27,537／26,030＝106％ 

３ 
３ 

（110） 

社会増減

の影響度 

シミュレーション 2 の R32 の推計人口：35,196 

シミュレーション 1 の R32 の推計人口：27,537 

    35,196／27,537＝128％ 

４ 
２ 

（106） 
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 ２）人口構造の分析 

 社人研推計では、年少人口割合が減少傾向から横ばいで推移するのに対し、シミュレ

ーション１では令和 17（2035）年以降、シミュレーション２では令和 12（2030）年以降、

増加に転じます。 

 

図表 36 社人研推計の人口構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 37 シミュレーション１の人口構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 38 シミュレーション２の人口構造 
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 ３）老年人口比率の変化 

 社人研推計とシミュレーション１における老年人口比率は、令和 12（2030）年まで大

きな差はありませんが、それ以降は徐々に差が広がります。 

 シミュレーション２では、老年人口比率が令和 22（2040）年をピークに減少傾向で推

移し、令和 22（2040）年には社人研推計やシミュレーション１と比べて５％程度低くな

ります。 

 

図表 39 パターン別老年人口比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４）15～49 歳女性人口比率の変化 

 シミュレーション１における 15～49 歳女性人口比率は、社人研推計より総じて低いも

のの、令和 22（2040）年以降は横ばいから微増に転じます。 

 シミュレーション２では、一貫して社人研推計より高い傾向にあり、徐々にその差も

開いていきます。 

 

図表 40 パターン別 15～49 歳女性人口比率の推移 
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３．人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察 

（１）日常生活における影響 

 人口減少が進行すると、商圏人口の縮小による商業施設や医療・福祉サービス等の撤

退・廃止なども想定され、日常生活に関わるサービスの低下が懸念されます。そのうち、

本市の小売業の年間商品販売額の推移をみると、これまでは増加傾向で推移してきまし

たが、令和３（2021）年には 535 億円となり、平成 28（2016）年の 623 億円から 90 億円

近く減少しました。また、令和３（2021）年の本市の市民１人あたり年間商品販売額（1,093

千円）と社人研の将来推計人口をもとに、本市の小売業の年間商品販売額の先行きの見

通しを参考までに試算すると、令和 12（2030）年は 442 億円（令和３年比▲17.3％）、令

和 22（2040）年は 358 億円（同▲33.1％）、令和 32 年（2050）年は 285 億円（同▲46.8％）

と推計されます。 

 したがって、医療・福祉・買い物・公共交通等の日常的なサービス機能を維持するた

めには、一定程度の人口規模の維持に加え、海外などの外部からの人材との協働が有効

と考えられます。また、少子高齢化といった人口構造が変化するなか、当面は医療や福

祉等の需要が一層高まることが予想されるとともに、周辺部における生活サービスの維

持・確保が課題となります。 

 

図表 41 十日町市の小売業の現状と先行き見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「経済センサス」、経済産業省「商業統計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

    新潟県「新潟県推計人口」 

 

（２）地域産業における影響 

 人口減少や人口構造の変化は、市民の日常生活だけではなく地域の産業にも影響を与

えます。特に、働き手である生産年齢人口の減少による産業全体の縮小や、少子高齢化

に伴う担い手不足などが懸念されます。 

 16 頁～17 頁でみたとおり、本市は、他市と比較して農業就業者の割合が高く、特化し

ている産業といえます。一方で、農業就業者の約７割が高齢者であるなど、他産業と比

較しても高齢化が一層懸念されます。 

 また、他の産業においても、若手就業者の割合が相対的に低くなっており、人材確保
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が一層困難になり、地域経済への影響が懸念されるなか、地域おこし協力隊などを経験

した外部からの移住者や海外からの人材との協働がますます重要になると考えられます。 

 

（３）行財政における影響 

 人口減少は市税の減収に直結し、市の行財政にも影響を与えます。今後の財政見通し

では、生産年齢人口の減少による市税の収入減や老年人口の増加による社会保障費など

の扶助費の支出増が予想されています。 

 また、公共施設や社会インフラ等の老朽化も進展しており、各施設の更新・整備や維

持管理費の増大等も想定される中で、それらを維持する人口の減少による一層の負担増

や行政サービス等の低下が懸念されます。 

 

図表 42 十日町市の中期財政計画（歳入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）十日町市「十日町市中期財政計画（令和６年２月）」 

 

図表 43 十日町市の中期財政計画（歳出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）十日町市「十日町市中期財政計画（令和６年２月）」 

5,272 5,579 5,554 5,477 5,411

2,069 1,748 1,748 1,748 1,748

11,804 11,707 11,638 11,575 11,497

1,690 1,690 1,690 1,690 1,690

6,959 6,607 6,590 6,525 6,476

2,152 2,941 2,705 2,347 2,304

2,918 2,678 2,678 2,918 2,678

34,524 34,372 34,070 33,659 33,271

0

10,000

20,000

30,000

40,000

R6

(2024)
R7

（2025）

R8

（2026）

R9

（2027）

R10

（2028）

歳
入
（
百
万
円
）

その他の収入

地方債

繰越金

繰入金

国県補助金

特別交付税

普通交付税

地方譲与税等

市税

系列10

4,187 4,040 4,229 4,027 4,230

5,978 5,706 5,914 5,770 5,524

1,632 1,640 1,648 1,656 1,664

5,454 5,029 5,034 5,044 5,054

5,862 5,818 5,814 5,810 5,806

4,930
4,850 4,715 4,595 4,458

1,912
1,921 1,942 1,939 1,955

3,302 4,077 3,571 3,527 3,377

34,524 34,372 34,070 33,659 33,271

0

10,000

20,000

30,000

40,000

R6

(2024)
R7

（2025）

R8

（2026）

R9

（2027）

R10

（2028）

歳
出
（
百
万
円
）

投資的経費

繰出金

投資・出資・貸付金

積立金

公債費

補助費等

扶助費

維持補修費

物件費

人件費

系列10



35 
 

４．アンケート調査の実施概要と結果 

 今回の人口ビジョンの策定にあたり、市民の今後の定住意向や結婚観等を探るために、

本市内に住民登録のある高校１年生～22 歳（令和６年７月 31 日現在）の市民を対象に

アンケート調査を下記のとおり実施しました。以下では、調査結果の概要についてまと

めました。 

 

（１）調査概要 

 ◎今後の進路や定住、結婚観に関する市民アンケート調査 

  ・調査対象：本市に住民登録のある高校１年生～22 歳の男女 

        （令和６〈2024〉年７月 31 日現在） 

  ・標 本 数：2,656 人 

  ・調査期間：令和６（2024）年９月 24 日～10 月 20 日 

  ・調査方法：郵送による配付、回収は調査票の返送またはＷｅｂ方式、無記名式 

  ・回収状況：回収数・652 件（郵送 272 件、Ｗｅｂ380 件） 回収率・24.5％ 

※調査結果のなかには、単一回答であるものの、四捨五入の関係で合計が 100％にならな

いことや、四捨五入の関係で比率の計算結果が一致しない場合があります 

※特に断りのないかぎり、無回答は除いて集計している 

 

（２）今後の進路や定住、結婚観に関する市民アンケート調査の結果概要 

 ①回答者の概要 

 今回の調査の回答者の概要をまとめると以下のとおりとなります。 

項  目 回 答 結 果（※無回答を除く） 

性  別 ・女性が男性をやや上回る【男性：46.5％、女性：53.4％】 

年  齢 

・16 歳以下の回答割合が最も高い 

【16 歳以下：26.0％、17 歳：17.6％、18 歳：14.2％、19 歳：14.8％ 

 20 歳：11.4％、21 歳：9.2％、22 歳：7.0％】 

兄弟姉妹 

の状況 

・一番年長が３割台半ば 

【一人っ子：11.8％、一番年長：37.5％、左記以外：50.6％】 

学業・職業 

の状況 

・高校生が５割強【高校生：52.8％、大学生：19.8％、 

 専門学校生：11.4％、会社員：7.4％、その他：8.6％】 
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愛着を感じない

前回【R1.10】（n=471） 今回【R6.10】（n=648）

 ②十日町市への愛着の有無 

 全回答者を対象に、十日町市への愛着の有無について尋ねたところ、「愛着を感じる」

とする割合が 36.7％、「どちらかといえば愛着を感じる」とする割合が 38.4％となり、

２つを合わせた『愛着度が高い』人の割合は 75.1％となっています。 

 一方、「どちらかといえば愛着を感じない」とする割合は 4.9％、「愛着を感じない」と

する割合は 3. 1％となり、２つを合わせた『愛着度が低い』人の割合は 8.0％となってい

ます。 

 前回調査と比較すると、「愛着を感じる」の割合がやや増加している。 

 

図表 44 十日町市への愛着の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③19 歳時点（高校生は高校卒業後）の進路 

 高校生を対象に、19 歳時点（高校生は高校卒業後）の進路について尋ねたところ、「大

学（短大を含む）へ進学」とする割合が 53.8％、「専門学校へ進学」とする割合が 18.6％、

「就職（自営業・家業を含む）」とする割合が 10.5％となっています。「大学（短大を含

む）へ進学」と「専門学校へ進学」を合わせると、約７割が進学を希望していることが

わかります。 

 前回調査と比較すると、「大学（短大を含む）へ進学」とする割合が増加している一方

で、「専門学校へ進学」とする割合が減少しています。 

 

図表 45 19 歳時点（高校生は高校卒業後）の進路 
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 ④19 歳時点（高校生は高校卒業後）の居住地 

 高校生を対象に、19 歳時点（高校生は高校卒業後）の居住地について尋ねたところ、

「十日町市内に住み続ける予定」とする割合が 11.8％となっているのに対し、「十日町市

以外の新潟県内に住む予定」とする割合が 18.5％、「新潟県外に住む予定」とする割合が

33.1％となっています。一方、「未定（わからない）」とする割合が 36.6％となっていま

す。「十日町市以外の新潟県内に住む予定」と「新潟県外に住む予定」を合わせると、５

割強が十日町市外に住む予定であることがわかります。 

 前回調査と比較すると、「未定（わからない）」とする割合が増加している一方で、「十

日町市内に住み続ける予定」とする割合が減少しています。 

 

図表 46 19 歳時点の居住地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤25 歳時点（大学や専門学校への進学希望者は大学や専門学校卒業後）の居住地 

 全回答者を対象に、25 歳時点（大学や専門学校への進学希望者は大学や専門学校卒業

後）の居住地について尋ねたところ、「十日町市に住み続けたい・戻ってきたい」（13.4％）

とする割合「どちらかといえば十日町市に住み続けたい・戻ってきたい」（36.5％）とす

る割合を合わせる 49.9％となるのに対し、「どちらかといえば十日町市に住み続けたく 

 

図表 47 25 歳時点の居住地（性別） 
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ない・戻ってきたくない」（37.8％）とする割合と「十日町市に住み続けたくない・戻っ

てきたくない」（12.3％）とする割合を合わせると 50.1％となります。 

 前回調査と比較すると、「十日町市には住み続けたくない・戻ってきたくない」とする

割合が増加している一方で、「十日町市に住み続けたい・戻ってきたい」とする割合が減

少しています。 

 また、25 歳時点の居住地について、学業・職業別にみると、『高校生』と『専門学校生、

大学生・大学院生』では「十日町市外に居住希望」とする割合が『社会人、その他』に比

べて高くなっています。 

 さらに性別にみると、『女性』では「十日町市外に居住希望」とする割合が『男性』に

比べてやや高くなっています。 

 また、本市への愛着の有無別にみると、『愛着度が高い』層ほど「十日町市に住み続け

たい・戻ってきたい」と「どちらかといえば十日町市に住み続けたい・戻ってきたい」

とを合わせた割合が、『どちらともいえない』とする層や『愛着度が低い』層に比べて高

くなっています。 

 

図表 48 25 歳時点の居住地（上：学業・職業別、中：性別、下：愛着の有無別） 
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 ⑥十日町市に戻りたいタイミング 

 全回答者を対象に、十日町市に戻りたいタイミングを尋ねたところ、「20 歳代のうちに

戻って十日町市に定住したい」（既に定住している人を含む、以下同じ）が 14.5％、「30

歳代になったら戻って十日町市に定住したい」が 6.2％、「40 歳代になったら戻って十日

町市に定住したい」が 2.7％となっています。また、「年代や時期は未定だが、いつかは

戻って十日町市に定住したい」が 48.2％となっており、７割強が十日町市での定住を望

んでいることがうかがえます。 

一方、「十日町市に戻るつもりはない」（28.4％）の割合が３割弱となっています。 

 また、十日町市に戻りたいタイミングについて学業・職業別にみると、『社会人、その

他』『専門学校生、大学生・大学院生』『高校生』の順で「20 歳代のうちに戻って十日町

市に定住したい」とする割合が高くなっています。一方、『高校生』『専門学校生、大学

生・大学院生』『社会人、その他』の順で「十日町市に戻るつもりはない」とする割合が

高くなっています。 

 さらに、愛着度別にみると、『愛着度が高い』では「年代や時期は未定だが、いつかは

戻って十日町市に定住したい」とする割合が『愛着度が低い』や『どちらともいえない』

に比べて高くなっています。一方、『愛着度が低い』では「十日町市に戻るつもりはない」

が『愛着度が高い』や『どちらともいえない』に比べて高くなっています。 

 

図表 49 十日町市に戻りたいタイミング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 50 十日町市に戻りたいタイミング（学業・職業別） 
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図表 51 十日町市に戻りたいタイミング（愛着の有無別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑦結婚したい年齢 

 現在「未婚（結婚していない）」と回答した人を対象に、将来の結婚の希望の有無を尋

ねたところ、「結婚したいと思う」（44.4％）と「どちらかといえば結婚したいと思う」

（23.9％）を合わせた『結婚願望あり』の割合（68.3％）が７割弱となっている。一方

「どちらかといえば結婚したいと思わない」（3.7％）と「結婚したいとは思わない」を

合わせた『結婚願望無し』の割合（13.3％）が１割強、「わからない（あまり考えていな

い）」（18.3％）が２割弱となっています。 

 次に『結婚願望あり』と回答した人（440 人）に、結婚したい年齢（何歳くらいまでに

結婚したいか）を尋ねたところ、「25 歳から 29 歳までに」（59.3％）が約６割で最も高く

なっています。 

 

図表 52 将来の結婚の希望の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 53 結婚したい年齢 
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 結婚したい年齢について性別にみると、『女性』で「25 歳から 29 歳までに」とする割

合が『男性』に比べてやや高くなっています。 

 

図表 54 結婚したい年齢（性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑧結婚に関して不安なこと 

 『結婚願望あり』と回答した人を対象に、結婚に関して不安なことを尋ねたところ（複

数回答）、「出会いがあるか不安」（51.5％）の割合が最も高く、以下「経済的に生活でき

るか不安」（44.9％）、「妊娠・出産、子育てがうまくできるか不安」（41.2％）、「仕事と結

婚生活が両立できるか不安」（34.2％）などとなっています。 

 

図表 55 結婚に関して不安なこと（複数回答） 
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 ⑨結婚したいと思わない理由 

 現在「未婚（結婚していない）」と回答した人のうち、将来「どちらかといえば結婚し

たいと思わない」「結婚したいとは思わない」と回答した人（『結婚願望なし』：85 人）を

対象に、結婚したいと思わない理由を尋ねたところ（複数回答）、「結婚する必要性を感

じないから」（70.6％）の割合が最も高く、次いで「趣味や娯楽を楽しみたいから」（61.2％）、

「自分の生活スタイルを変えたくないから」（48.2％）、「適当な相手に巡り合わないから、

異性に興味がないから」（43.5％）、「子育てが大変そうだから」（37.6％）などとなって

います。 

 

図表 56 結婚したいと思わない理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑩結婚などについて考える際、望む具体的な支援 

 全回答者を対象に、結婚などについて考える際、望む具体的な支援を尋ねたところ（複

数回答）、「結婚生活準備のためにかかる費用への支援」（68.9％）の割合が特に高くなっ

ています。以下「企業が行う社員への結婚支援活動への支援」（28.1％）、「出会いの場づ

くりなど、独身者同士の交流支援」（26.4％）などとなっています。 

 一方、「結婚は個人の問題であるため、支援は必要ない」（11.5％）は１割強となって

います。 

 

図表 57 結婚などについて考える際、望む具体的な支援（複数回答） 
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(n=643)
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【参考】若年勤務者向け・子育て世代向けヒアリング調査結果の概要 

 本市の事業所等に勤務する 30 歳代以下の方を対象に実施したＵＩターン等に関する

ヒアリング調査と、子育て支援施設（「くるる」「めごらんど」）を利用された保護者の方

を対象に実施した子育て支援等に関するヒアリング調査でお聞かせいただいた主な回答

を以下のとおりまとめました。 

 

●若者勤務者向けヒアリング調査結果の概要（標本数：26 人） 

【市外からＵターンする際の決め手】 

・地元でもあり、職場に慣れるまでの緊張を少なくして勤務できると思った 

・職種に興味があった 

・都会の生活に疲れたため。実家から通いやすい 

・住み慣れた地で暮らし、働きたかった 

・はっきりではないが、親からの戻ってきてほしい雰囲気はあった 

【市外からＩターンする際の決め手】 

・会社の経営理念と仕事の内容が地域密着型で志望動機と合致していた 

・会社の理念や社風に共感 

・学生時代に本市に来たことがあった 

・業界（職種）に興味があった 

【本市で働いてみての感想】 

・本市に魅力があるのか？と常々思っていたが、市外からの来訪者の多さをみて、自

分たちにとっての当たり前が来訪者には魅力になるのだと感じている 

・日常生活の不便さはないが、遊ぶ場所が基本的にない 

・日常生活は自動車がないと不便、公共交通が不便 

・雪に対する不安 

 

●子育て世代向けヒアリング調査結果の概要（標本数：７人） 

【子育てで困ること】 

・上の子（現在小５・小３）の時は保育料が高く、子どもが遊べる施設も少なかった 

・子どもは９か月から保育園に預けている。風邪など突発的な事態が起きたときの対

応に苦慮。自分の母親に来てもらうか、夫に有給休暇を取ってもらうなどの対応を

している 

・核家族で、平日は子どもと２人で過ごしている。一人でずっと子どもと対峙するの

がつらくなるときがある 

【今後、子どもの成長に伴い、不安に思うこと】 

・上の子と比べても、さらに少子化が進んでいるので、今後の子どもが生きていく社

会がどのようになっていくか予想がつかず心配である。また、治安の悪化などもあ

るため、安全に過ごしていける環境が続くかも気にしている 

・今の収入で教育費など賄えるかが不安 

・少子化により、子どもの友だちの数が減り、同世代の多くの子どもと関わることが

少なくなることが心配である。また、学校に楽しく通ってくれるか（不登校になら

ないか）なども今から不安に思っている 

・保護者が自分ひとりなので、経済面で不安が大きい 
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第２章 人口の将来展望 

１．前回の人口ビジョンの検証 

■前回の将来推計の仮定値（目標）と実績の検証 

 １）合計特殊出生率 

・前回の人口ビジョンにおいては、合計特殊出生率の仮定値（目標）を 1.80 と設定

しましたが、令和２（2020）年～令和５（2023）年の平均で 1.37 となり、0.43 ポ

イント下回りました。結果として、同期間の出生数も過去の水準に比べて、低い水

準となりました。 

・その要因としては、第一に令和２（2020）年～令和３（2021）年にかけての世界的

な新型コロナウイルスの感染拡大により、同期間の婚姻数（平均）は 115 件とな

り、同期間以前の５年間の平均（165 件）と比べて低水準となったことが挙げられ

ます。また、合計特殊出生率を詳細にみると（12 頁の図 16）、晩産化が進む傾向が

みられます。その結果、第二子・第三子の出生が少なくなっていくことが懸念され

ます。 

・男性・女性とも 25～49 歳の有配偶率が過去に比べて低下しているほか、特に男性

においては近隣市と比較すると有配偶率が低いこともあり（９頁～10 頁）、結果と

して出生数の減少につながっているとみられます。 

 

【合計特殊出生率と出生数における目標と実績】（各年 1/1～12/31） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）厚生労働省「人口動態調査」、新潟県「新潟県福祉保健年報」、十日町市資料 

 

 

 ２）移動数 

・近年（令和２〈2020〉年～令和５〈2023〉年）の転入者数（施策による転入者数を

含む）の平均は 761 人で、一方の転出者数の平均が 1,137 人となり、純移動（社会

増減）は平均で▲376 人となっています。なお、施策による転入者数を除くと、純

移動は平均で▲598 人となります。 

・その要因としては、依然として若年層を中心とした純移動数における転出超過が進

んだことが挙げられます。特に、「職業」を理由とした転出が非常に多く、県内で

は「新潟市」や「長岡市」、県外では「東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川

県」への転出が多い状況が続いています。 

・以上の転出超過の要因をふまえ、前回の人口ビジョンにおいては、移動数の仮定値

Ｈ27

(2015)

Ｈ28

(2016)

Ｈ29

(2017)

Ｈ30

(2018)

R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

R7

(2025)

R8

(2026)

1.60 1.78 1.55 1.65 1.68 1.46 1.40 1.24 1.37

合計特殊出生率
十日町市（目標）

1.65 1.80

349 346 269 291 264 243 223 186 190

出生数
十日町市（目標）

380 300

国（実績） 1.45 1.44 1.43 1.42 1.36 1.33 1.30 1.26 1.20

平均：211

合計特殊出生率
十日町市（実績） 平均：1.37

出生数
十日町市（実績）

平均：1.65

平均：304
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（目標）を純移動の増加数として年間で＋30 人と設定しました。これは、本市の

独自推計の基となっている社人研の推計における５年間の減少数に対して、本市の

独自推計の減少数が５年間で 150 人程度（１年あたり 30 人程度）縮小することを

目標としたものです。 

・他方、「第２期十日町市まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、６年間（令

和２〈2020〉年度～令和７〈2025〉年度）の平均移住者数を 220 人と設定しまし

た。そのうえで各種移住施策を推進したことにより、令和２（2020）年～令和５

（2023）年の平均で 222 人となり、仮定値（目標）を達成しています。 

・その結果、施策を行なわなかった場合の令和２（2020）年～令和５（2023）年の純

移動数の平均（▲598 人）を実際の純移動数平均（▲376 人）に押し上げることが

できました。 

 

【転入数・転出数と純移動の実績】（各年 10/1～9/30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）新潟県「新潟県の人口移動」、十日町市資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ27

(2015)

Ｈ28

(2016)

Ｈ29

(2017)

Ｈ30

(2018)

R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

847 864 784 850 806 777 742 779 746

113 152 127 120 75 203 246 217 222

1,313 1,439 1,304 1,286 1,274 1,193 1,082 1,146 1,126

▲ 466 ▲ 575 ▲ 520 ▲ 436 ▲ 468 ▲ 416 ▲ 340 ▲ 367 ▲ 380

▲ 579 ▲ 727 ▲ 647 ▲ 556 ▲ 543 ▲ 619 ▲ 586 ▲ 584 ▲ 602

平均：761

Ⅲ 転出者数
平均：1,137

Ⅰ 転入者数
平均：830

Ⅱ 施策による転入者数
 （上記の内数）

平均：1,323

平均：117 平均：222

平均：▲610

Ⅴ 純移動〔Ⅰ-Ⅱ-Ⅲ〕
（施策による転入者数を除く）

平均：▲376

平均：▲598

Ⅳ 純移動〔Ⅰ-Ⅲ〕
平均：▲493
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２．将来人口の分析 

（１）人口の推移と長期的な見通し 

・人口減少段階の分析によると、新潟県や全国と比べて本市の人口減少は 20 年程度

早く進行しています。 

・令和 32（2050）年の人口は、出生率が上昇し、かつ転入・転出が均衡したとして

も、令和２（2020）年の 70％程度まで減少すると見込まれています（35,196 人：

シミュレーション２）。 

・社人研の推計では、現状のまま社会減や自然減への対策を講じない場合は、人口減

少や少子高齢化が一層進み、令和 32（2050）年には、令和２（2020）年の 50％程

度まで減少すると見込まれています（26,029 人：社人研推計）。 

 

（２）人口減対策の影響度 

・合計特殊出生率が 2.1 まで上昇し、転出・転入数が均衡したとしても、出産できる

女性の数が減少しているため、人口減少が続くと見込まれています。しかし、自然

減及び社会減の対策を講じることにより、老年人口割合は令和７（2025）年をピー

クに低下に転じ、年少人口や生産年齢人口割合の上昇が見込まれます。 

・自然減及び社会減への対策を講じることにより、少子高齢化に歯止めをかけ、長期

的には人口の下げ止まりが期待できます。また、本市の人口減少には、自然減より

社会減の影響度が大きく、社会減への対策がより効果的と考えられます。 

 

（３）早急な対策による長期展望 

・今後の人口減少を抑えるためには、15～24 歳の若者の転出抑制や 25 歳以降の転入

を促進する方策が求められます。併せて、若年女性の人口増加や将来の出生数の増

加につながる方策も必要となります。 

・これらの対策は効果発現までに相当の時間がかかるほか、今後も人口減少や少子高

齢化が進行し、人口構造も変化することから、早急な対策の実施が求められます。 

 

３．目指すべき将来の方向性 

 本市の人口動向の現状や、市民の定住や結婚観等に関する意識等を踏まえ、以下のと

おり、将来の方向性を提示します。 

 

【若者・女性の移住促進に関する方向性】 

 ①児童、生徒、学生に向けた郷土愛の育みの推進 

・高校１年生～22 歳の市民を対象としたアンケート調査において、本市への愛着につ

いて尋ねたところ、「愛着を感じる」と「どちらかといえば愛着を感じる」を合わせ

た割合は７割台半ばとなっています。 

・また、大学や専門学校を卒業した後の 25 歳時点での居住地について、本市への愛着

度合い別にみると、「愛着を感じる」ほど「本市に住み続けたい」または「本市に戻

ってきたい」を合わせた割合が高くなっています。 

・さらに、本市の事業所に勤務する 20 歳代～30 歳代の社会人を対象に実施したヒア

リング調査において、Ｕターンの決め手や十日町市の良い点などを尋ねたところ「地

域の人に育ててもらったという感謝の思いがある」や「子どもの頃から地域の祭り

や共同作業に参加してきたことで地域の一員としての自覚がある」「地域内のつなが
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りが強く、世話好きな大人たちに支えられてきたと感じており、今後は自分がその

役割を担うことに抵抗はない」などとする回答がみられました。 

・これまでも本市の小中学校では、児童・生徒に対して、将来の方向性を早い段階か

ら考える習慣をつけるためのキャリア教育や地場産業などに興味・関心を持っても

らうための取組を推進してきました。今後も教育の場において、それらを実践して

いくことに加えて、地域ぐるみで子どもたちを育て・支えることが、子どもたちの

郷土愛を育むことにつながります。引き続き、郷土愛の醸成に資する取組を行なう

ことで、中長期的に若者世代のＵターンや定着の促進につなげていくことが重要と

考えられます。 

 

 ②若者世代を中心とした就職・転職期におけるＵＩターンの促進 

・高校１年生～22 歳の市民を対象としたアンケート調査の結果をみると、高校生の高

校卒業後の進路として、７割超の人が大学や専門学校等への進学を希望しています。

そして、高校卒業後の居住地として、５割超の人が本市以外に住む予定としていま

す。 

・一方、大学や専門学校を卒業した後の 25 歳時点での居住地として、約５割の人が「本

市に住み続けたい」または「本市に戻ってきたい」としています。また、本市に戻り

たいタイミングとして「年代や時期は未定だが、いつかは戻って本市に定住したい」

とする割合が５割弱となっています。 

・以上のように、一旦は学業や職業のために本市を離れるとしても、本市に戻ること

を望む若者は潜在的に相当数存在するとみられます。また、ヒアリング調査では、

本市の産業や企業に興味・関心を持ち、ＵＩターンしてきたという事例もみられま

した。 

・本市を中心に周辺市町村と連携するなどして地域内企業の魅力を伝えるとともに、

雇用の場をさらに確保するなど、本市または近隣市での就職を促進するためのＵＩ

ターン施策を一層推進していくことが重要と考えられます。 

 

 ③女性のＵＩターンの推進 

・高校１年生～22 歳の市民を対象としたアンケート調査の結果では、大学や専門学校

を卒業した後の 25 歳時点での居住地として、約５割の人が「本市に住み続けたい」

または「本市に戻ってきたい」としている一方で、残りの約５割の人は「本市に住み

続けたくない」または「本市に戻ってきたくない」としています。この結果を性別に

みると、女性の方が男性に比べて、「本市に住み続けたくない」または「本市に戻っ

てきたくない」とする割合がやや高くなっています。 

・一方、本市の事業所に勤務・居住する 20 歳代～30 歳代の社会人を対象に実施したヒ

アリング調査では「実家から通勤することで、精神的な負担を減らして社会人生活

を始めたかった」「家族のいる実家から通勤したかった」などとする市内出身者や、

「学生時代に何度か十日町市を訪れたことがあるので、就職先が当地でも抵抗はな

かった」などとする市外出身者もみられました。 

・また、市外出身者のなかには、本市への興味・関心を持ったきっかけとして「大地の

芸術祭への来訪経験」や、本市の地場産業の一つである絹織物や着物文化を挙げる

人もみられ、本市固有の地域資源が人口流入の要因の一つである様子も伺えました。

その一方で、市内・市外の出身の違いに関わらず、本市で暮らすことの不便さとし

て「積雪が多いこと」「車の運転が必須なこと」「買い物や娯楽を楽しむのに不便で

あること」などが女性を中心に挙げられています。 
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・本市で暮していくうえでの課題や要望等を取り入れながら、女性にとっても働きや

すく、かつ、住みやすいまちづくりを進めることが重要と考えられます。その結果

として、女性のＵターンや移住を促進するとともに、関係人口の増加を図りながら、

その中から移住・定住につなげていくことが求められます。 

 

 ④地域おこし協力隊や外国人材などのＩＪターンの促進 

・第１期・第２期の人口ビジョンにおいて、地域おこし協力隊などの施策を活用しな

がら、ＩＪターンする人たちの受入を進めてきました。その結果、地域おこし協力

隊として本市で活躍した後、本市に定住し、地域の人たちと協働して地域の活性化

に取り組む事例もみられるようになりました。 

・法務省「在留外国人統計」によると、令和６（2024）年現在で 370 名（R1 は 330 名）

を超える海外からの人材が本市に居住しています。令和４（2022）年度以降は、技能

実習や特定技能の在留資格を持つ転入者が増加しており、本市産業の重要な担い手

として活躍しています。 

・国では全国的な人材不足を補うため特定技能の対象分野を拡大するなど、外国人材

の受入れは全国的な動きとなっています。今後はその流れが加速すると予想される

ため、外国人材の受入れに寛容なまちづくりを進めていくことが重要です。 

・これまでの移住促進策の成果を踏まえ、市民との一層の協働を進めながら移住希望

者の受入体制を整備することで、ＩＪターンの促進や外国人材との協働を一層進め

ていくことが有効と考えられます。 

 

【結婚・子育て支援に関する方向性】 

①ライフステージに合わせた切れ目のない支援の充実 

・本市の有配偶率は、過去に比べて低下しています。また、特に男性の有配偶率は近

隣市と比較すると低い状況にあります。 

・高校１年生～22 歳の市民を対象としたアンケート調査の結果において、「未婚（結婚

していない）」とする人に対し、結婚の希望を尋ねたところ、「結婚したいと思う」や

「どちらかといえば結婚したいと思う」を合わせた割合は７割近くとなっています。 

・一方、結婚に関して不安なことをみると、「出会いがあるか不安」とする割合が最も

高く、次いで「経済的に生活できるか不安」「妊娠・出産、子育てがうまくできるか

不安」と続いています。 

・以上をふまえると、出会いの場の提供や結婚に対する不安や悩みの相談体制の充実、

その後の出産、育児までの切れ目のない支援をしていくことが、本市における婚姻

数の増加と有配偶率の上昇につながるものと考えられます。 

 

 ②安心して子どもを育てられる環境づくり 

・「第２期十日町市人口ビジョン」の策定時に実施した、市民を対象としたアンケー

ト調査の結果では、結婚や出産、子育て支援のために大切であることを尋ねたとこ

ろ「子育て世帯への経済的支援」が「子育てと仕事の両立しやすい環境の整備」と並

んで回答割合が高くなっているほか、「教育環境や施設整備等の充実」「子どもが遊

べる場所の整備・充実」などの回答割合が高くなっていました。 

・本市の子育て支援施設である「くるる」と「めごらんど」を利用していた子育て世代

を対象に実施したヒアリング調査では「長子（ちょうし）が乳幼児の時には、このよ

うな施設がなく、非常に助かる。また、以前と比べると子育て支援も充実している」

や「子どもたちだけでも安全に遊べる場所でありよい」など、子育て支援施設に対
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して好意的な感想が聞かれました。 

・子育て世代の市民が抱える課題や要望などを、より具体的に把握しながら、子育て

世代層の定着を図っていくことが重要と考えられます。 

 

 ③子育ての楽しさや喜びを実感できる社会の実現 

・核家族化や地域とのつながりの希薄化等により、子育てが孤立しやすく、子育ての

不安感、負担感を感じやすくなっています。 

・地域全体で子育て家庭を支える環境づくりや、仕事と家庭の両立ができる環境づく

りを官民協働で構築・実施していくことが重要です。 

・子育て家庭の状況に応じた的確な情報提供やきめ細やかな相談、経済的支援の充実

が必要と考えられます。 

 

４．人口の将来展望 

（１）将来展望の考え方 

 前回の人口ビジョン策定後の人口の推移やアンケート調査の結果などを勘案し、仮定

値を設定し、それを実現した場合の 2050 年までの人口見通しを示します。 

 

（２）将来推計の仮定値 

 １）合計特殊出生率 

 近年、本市の合計特殊出生率は低下傾向にありますが、引き続き子育て支援、結婚支

援を充実することにより、期間中は社人研の推計値を前提とした合計特殊出生率を想定

します。 

 

 Ｒ７ Ｒ12 Ｒ17 Ｒ22 Ｒ27 Ｒ32 

十日町市 1.41 1.45 1.48 1.49 1.49 1.50 

備考 社人研推計値 

 

 ２）移動数 

 従来同様、移住促進対策と転出抑制に取り組むことで、年間約 30 人の純移動の増加を

仮定します。 

 大学や専門学校卒業後の若者世代や地域おこし協力隊などのＵＩＪ者、子育て世代な

どの移住・定住を促進していきます。 

 若者世代：15 人/年、子育て世代（子ども含む）12 人/年、高齢者の転出抑制３人/年 
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（３）本市の独自推計による人口の長期的な見通し 

 

●2035 年 36,744 人  （社人研推計人口   ＋342 人） 

●2050 年 26,945 人  （社人研推計人口   ＋916 人） 
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（４）本市の独自推計の年齢区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※推計値の端数の関係で、総数と各年代の合計が合わない場合がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※推計値の端数の関係で、総数と各年代の合計が合わない場合がある 

 

 

R2 (2020) R7 (2025) R12 (2030) R17 (2035) R22 (2040) R27 (2045) R32 (2050)

総数 49,820 44,799 40,581 36,744 33,230 29,987 26,945

0～14歳　（年少） 5,258 4,159 3,325 2,789 2,586 2,417 2,194

15～64歳（生産年齢） 24,706 21,599 19,614 17,582 15,136 13,161 11,636

65歳以上　（老年） 19,856 19,041 17,643 16,374 15,508 14,409 13,116

0～4歳 1,411 1,007 911 858 801 741 633

5～9歳 1,764 1,407 1,015 920 868 811 751

10～14歳 2,083 1,745 1,399 1,011 917 865 809

15～19歳 1,906 1,691 1,390 1,117 809 735 694

20～24歳 1,209 1,098 1,024 845 684 501 456

25～29歳 1,610 1,330 1,424 1,332 1,109 906 673

30～34歳 1,853 1,527 1,419 1,515 1,422 1,194 985

35～39歳 2,297 1,769 1,537 1,431 1,527 1,435 1,209

40～44歳 2,829 2,254 1,762 1,534 1,429 1,525 1,435

45～49歳 3,289 2,773 2,248 1,759 1,535 1,432 1,527

50～54歳 3,056 3,227 2,762 2,241 1,758 1,538 1,436

55～59歳 3,101 2,957 3,171 2,719 2,209 1,736 1,521

60～64歳 3,556 2,973 2,878 3,089 2,653 2,160 1,700

65～69歳 4,496 3,394 2,858 2,773 2,980 2,564 2,091

70～74歳 4,534 4,216 3,202 2,706 2,631 2,833 2,442

75～79歳 3,449 4,128 3,831 2,921 2,481 2,418 2,610

80～84歳 3,108 2,922 3,523 3,299 2,531 2,167 2,123

85～89歳 2,379 2,337 2,180 2,665 2,535 1,967 1,709

90歳以上 1,341 1,399 1,382 1,325 1,654 1,612 1,273

5,258 4,159 3,325 2,789 2,586 2,417 2,194

24,706
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参 考 資 料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．令和2（2020)年における本市の独自推計と国勢調査実績との乖離【1,319人】

2015年（Ｈ27年）は国勢調査の実績、2020年（R2年）は本市（社人研〈Ｈ30年〉）の独自推計

男性
2015年

（実績）
2020年

（推計）

2015年→
2020年
男性

（増減数）

女性
2015年

（実績）
2020年

（推計）

2015年→
2020年
女性

（増減数）

男女合計
2015年

（実績）
2020年

（推計）

2015年→
2020年

男女合計
（増減数）

Ⅰ．2015年→2020年男女合計（増減数）

総数 26,642 24,822 -1,820 総数 28,275 26,317 -1,958 総数 54,917 51,139 -3,778 2015年→2020年の間の総数の増減

0～4歳 914 835 835 0～4歳 882 794 794 0～4歳 1,796 1,629 1,629 2015年→2020年の間の出生数・転入数

5～9歳 1,083 901 -13 5～9歳 1,019 856 -26 5～9歳 2,102 1,757 -39 0～4歳（2015年）→5～9歳（2020年）

10～14歳 1,237 1,065 -18 10～14歳 1,131 1,004 -15 10～14歳 2,368 2,069 -33 5～9歳（2015年）→10～14歳（2020年）

15～19歳 1,082 978 -259 15～19歳 1,076 896 -235 15～19歳 2,158 1,874 -494 10～14歳（2015年）→15～19歳（2020年）

20～24歳 744 654 -428 20～24歳 694 647 -429 20～24歳 1,438 1,301 -857 15～19歳（2015年）→20～24歳（2020年）

25～29歳 1,015 993 249 25～29歳 923 889 195 25～29歳 1,938 1,882 444 20～24歳（2015年）→25～29歳（2020年）

30～34歳 1,220 1,034 19 30～34歳 1,153 982 59 30～34歳 2,373 2,016 78 25～29歳（2015年）→30～34歳（2020年）

35～39歳 1,504 1,188 -32 35～39歳 1,405 1,141 -12 35～39歳 2,909 2,329 -44 30～34歳（2015年）→35～39歳（2020年）

40～44歳 1,714 1,491 -13 40～44歳 1,604 1,385 -20 40～44歳 3,318 2,876 -33 35～39歳（2015年）→40～44歳（2020年）

45～49歳 1,627 1,659 -55 45～49歳 1,494 1,582 -22 45～49歳 3,121 3,241 -77 40～44歳（2015年）→45～49歳（2020年）

50～54歳 1,652 1,621 -6 50～54歳 1,568 1,469 -25 50～54歳 3,220 3,090 -31 45～49歳（2015年）→50～54歳（2020年）

55～59歳 1,942 1,610 -42 55～59歳 1,747 1,518 -50 55～59歳 3,689 3,128 -92 50～54歳（2015年）→55～59歳（2020年）

60～64歳 2,363 1,866 -76 60～64歳 2,363 1,714 -33 60～64歳 4,726 3,580 -109 55～59歳（2015年）→60～64歳（2020年）

65～69歳 2,430 2,240 -123 65～69歳 2,382 2,294 -69 65～69歳 4,812 4,534 -192 60～64歳（2015年）→65～69歳（2020年）

70～74歳 1,853 2,256 -174 70～74歳 1,996 2,291 -91 70～74歳 3,849 4,547 -265 65～69歳（2015年）→70～74歳（2020年）

75～79歳 1,652 1,636 -217 75～79歳 2,081 1,903 -93 75～79歳 3,733 3,539 -310 70～74歳（2015年）→75～79歳（2020年）

80～84歳 1,443 1,357 -295 80～84歳 1,901 1,842 -239 80～84歳 3,344 3,199 -534 75～79歳（2015年）→80～84歳（2020年）

85～89歳 790 954 -489 85～89歳 1,622 1,527 -374 85～89歳 2,412 2,481 -863 80～84歳（2015年）→85～89歳（2020年）

90歳～ 377 484 -683 90歳～ 1,234 1,583 -1,273 90歳～ 1,611 2,067 -1,956 85～89歳（2015年）→90歳～（2020年）

2015年（Ｈ27年）・2020年（R2年）とも国勢調査の実績

男性
2015年

（実績）
2020年

（実績）

2015年→
2020年
男性

（増減数）

女性
2015年

（実績）
2020年

（実績）

2015年→
2020年
女性

（増減数）

男女合計
2015年

（実績）
2020年

（実績）

2015年→
2020年

男女合計
（増減数）

Ⅱ．2015年→2020年男女合計（増減数）
Ⅱ-Ⅰ
合計

Ⅱ-Ⅰ

合計
自然増減

Ⅱ-Ⅰ

合計
社会増減

Ⅱ-Ⅰ
男性

Ⅱ-Ⅰ

男性
自然増減

Ⅱ-Ⅰ

男性
社会増減

Ⅱ-Ⅰ
女性

Ⅱ-Ⅰ

女性
自然増減

Ⅱ-Ⅰ

女性
社会増減

総数 26,642 24,339 -2,303 総数 28,275 25,481 -2,794 総数 54,917 49,820 -5,097 2015年→2020年の間の総数の増減 -1,319 -357 -962 -483 -156 -327 -836 -201 -635

0～4歳 914 729 729 0～4歳 882 682 682 0～4歳 1,796 1,411 1,411 2015年→2020年の間の出生数・転入数 -218 -218 0 -106 -106 0 -112 -112 0

5～9歳 1,083 897 -17 5～9歳 1,019 867 -15 5～9歳 2,102 1,764 -32 0～4歳（2015年）→5～9歳（2020年） 7 0 7 -4 0 -4 11 0 11

10～14歳 1,237 1,085 2 10～14歳 1,131 998 -21 10～14歳 2,368 2,083 -19 5～9歳（2015年）→10～14歳（2020年） 14 0 14 20 0 20 -6 0 -6

15～19歳 1,082 975 -262 15～19歳 1,076 931 -200 15～19歳 2,158 1,906 -462 10～14歳（2015年）→15～19歳（2020年） 32 0 32 -3 0 -3 35 0 35

20～24歳 744 651 -431 20～24歳 694 558 -518 20～24歳 1,438 1,209 -949 15～19歳（2015年）→20～24歳（2020年） -92 0 -92 -3 0 -3 -89 0 -89

25～29歳 1,015 878 134 25～29歳 923 732 38 25～29歳 1,938 1,610 172 20～24歳（2015年）→25～29歳（2020年） -272 0 -272 -115 0 -115 -157 0 -157

30～34歳 1,220 972 -43 30～34歳 1,153 881 -42 30～34歳 2,373 1,853 -85 25～29歳（2015年）→30～34歳（2020年） -163 0 -163 -62 0 -62 -101 0 -101

35～39歳 1,504 1,189 -31 35～39歳 1,405 1,108 -45 35～39歳 2,909 2,297 -76 30～34歳（2015年）→35～39歳（2020年） -32 0 -32 1 0 1 -33 0 -33

40～44歳 1,714 1,460 -44 40～44歳 1,604 1,369 -36 40～44歳 3,318 2,829 -80 35～39歳（2015年）→40～44歳（2020年） -47 0 -47 -31 0 -31 -16 0 -16

45～49歳 1,627 1,721 7 45～49歳 1,494 1,568 -36 45～49歳 3,121 3,289 -29 40～44歳（2015年）→45～49歳（2020年） 48 -1 49 62 -1 63 -14 0 -14

50～54歳 1,652 1,616 -11 50～54歳 1,568 1,440 -54 50～54歳 3,220 3,056 -65 45～49歳（2015年）→50～54歳（2020年） -34 0 -34 -5 0 -5 -29 0 -29

55～59歳 1,942 1,570 -82 55～59歳 1,747 1,531 -37 55～59歳 3,689 3,101 -119 50～54歳（2015年）→55～59歳（2020年） -27 -1 -26 -40 -1 -39 13 0 13

60～64歳 2,363 1,861 -81 60～64歳 2,363 1,695 -52 60～64歳 4,726 3,556 -133 55～59歳（2015年）→60～64歳（2020年） -24 0 -24 -5 0 -5 -19 0 -19

65～69歳 2,430 2,216 -147 65～69歳 2,382 2,280 -83 65～69歳 4,812 4,496 -230 60～64歳（2015年）→65～69歳（2020年） -38 -1 -37 -24 -1 -23 -14 0 -14

70～74歳 1,853 2,241 -189 70～74歳 1,996 2,293 -89 70～74歳 3,849 4,534 -278 65～69歳（2015年）→70～74歳（2020年） -13 -1 -12 -15 -1 -14 2 0 2

75～79歳 1,652 1,598 -255 75～79歳 2,081 1,851 -145 75～79歳 3,733 3,449 -400 70～74歳（2015年）→75～79歳（2020年） -90 -6 -84 -38 -4 -34 -52 -2 -50

80～84歳 1,443 1,306 -346 80～84歳 1,901 1,802 -279 80～84歳 3,344 3,108 -625 75～79歳（2015年）→80～84歳（2020年） -91 -14 -77 -51 -10 -41 -40 -4 -36

85～89歳 790 930 -513 85～89歳 1,622 1,449 -452 85～89歳 2,412 2,379 -965 80～84歳（2015年）→85～89歳（2020年） -102 -22 -80 -24 -8 -16 -78 -14 -64

90歳～ 377 444 -723 90歳～ 1,234 1,446 -1,410 90歳～ 1,611 1,890 -2,133 85～89歳（2015年）→90歳～（2020年） -177 -93 -84 -40 -24 -16 -137 -69 -68



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ-①．R5推計とH30推計との乖離【2,531人】

2020年（R2年）・2025年（Ｒ7年）とも社人研（Ｈ30年）の推計

男性
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年
男性

（増減数）

女性
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年
女性

（増減数）

男女合計
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年

男女合計
（増減数）

Ⅲ．2020年→2025年男女合計（増減数）

総数 24,822 22,947 -1,875 総数 26,317 24,383 -1,934 総数 51,139 47,330 -3,809 2020年→2025年の間の総数の増減

0～4歳 835 730 730 0～4歳 794 694 694 0～4歳 1,629 1,424 1,424 2020年→2025年の間の出生数・転入数

5～9歳 901 824 -11 5～9歳 856 772 -22 5～9歳 1,757 1,596 -33 0～4歳（2020年）→5～9歳（2025年）

10～14歳 1,065 887 -14 10～14歳 1,004 844 -12 10～14歳 2,069 1,731 -26 5～9歳（2020年）→10～14歳（2025年）

15～19歳 978 842 -223 15～19歳 896 795 -209 15～19歳 1,874 1,637 -432 10～14歳（2020年）→15～19歳（2025年）

20～24歳 654 591 -387 20～24歳 647 539 -357 20～24歳 1,301 1,130 -744 15～19歳（2020年）→20～24歳（2025年）

25～29歳 993 884 230 25～29歳 889 835 188 25～29歳 1,882 1,719 418 20～24歳（2020年）→25～29歳（2025年）

30～34歳 1,034 1,015 22 30～34歳 982 951 62 30～34歳 2,016 1,966 84 25～29歳（2020年）→30～34歳（2025年）

35～39歳 1,188 1,009 -25 35～39歳 1,141 975 -7 35～39歳 2,329 1,984 -32 30～34歳（2020年）→35～39歳（2025年）

40～44歳 1,491 1,182 -6 40～44歳 1,385 1,127 -14 40～44歳 2,876 2,309 -20 35～39歳（2020年）→40～44歳（2025年）

45～49歳 1,659 1,448 -43 45～49歳 1,582 1,369 -16 45～49歳 3,241 2,817 -59 40～44歳（2020年）→45～49歳（2025年）

50～54歳 1,621 1,654 -5 50～54歳 1,469 1,557 -25 50～54歳 3,090 3,211 -30 45～49歳（2020年）→50～54歳（2025年）

55～59歳 1,610 1,583 -38 55～59歳 1,518 1,423 -46 55～59歳 3,128 3,006 -84 50～54歳（2020年）→55～59歳（2025年）

60～64歳 1,866 1,550 -60 60～64歳 1,714 1,491 -27 60～64歳 3,580 3,041 -87 55～59歳（2020年）→60～64歳（2025年）

65～69歳 2,240 1,775 -91 65～69歳 2,294 1,667 -47 65～69歳 4,534 3,442 -138 60～64歳（2020年）→65～69歳（2025年）

70～74歳 2,256 2,082 -158 70～74歳 2,291 2,207 -87 70～74歳 4,547 4,289 -245 65～69歳（2020年）→70～74歳（2025年）

75～79歳 1,636 2,012 -244 75～79歳 1,903 2,197 -94 75～79歳 3,539 4,209 -338 70～74歳（2020年）→75～79歳（2025年）

80～84歳 1,357 1,358 -278 80～84歳 1,842 1,696 -207 80～84歳 3,199 3,054 -485 75～79歳（2020年）→80～84歳（2025年）

85～89歳 954 917 -440 85～89歳 1,527 1,501 -341 85～89歳 2,481 2,418 -781 80～84歳（2020年）→85～89歳（2025年）

90歳～ 484 604 -834 90歳～ 1,583 1,743 -1,367 90歳～ 2,067 2,347 -2,201 85～89歳（2020年）→90歳～（2025年）

2020年（Ｒ2年）は社人研（Ｈ30年）の推計、2025年（Ｒ7年）は社人研（Ｒ5年）の推計

男性
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年
男性

（増減数）

女性
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年
女性

（増減数）

男女合計
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年

男女合計
（増減数）

Ⅲ．2020年→2025年男女合計（増減数）
Ⅳ-Ⅲ
合計

Ⅳ-Ⅲ

合計
自然増減

Ⅳ-Ⅲ

合計
社会増減

Ⅳ-Ⅲ
男性

Ⅳ-Ⅲ

男性
自然増減

Ⅳ-Ⅲ

男性
社会増減

Ⅳ-Ⅲ
女性

Ⅳ-Ⅲ

女性
自然増減

Ⅳ-Ⅲ

女性
社会増減

総数 24,822 22,052 -2,770 総数 26,317 22,747 -3,570 総数 51,139 44,799 -6,340 2020年→2025年の間の総数の増減 -2,531 -701 -1,830 -895 -281 -614 -1,636 -420 -1,216

0～4歳 835 516 516 0～4歳 794 491 491 0～4歳 1,629 1,007 1,007 2020年→2025年の間の出生数・転入数 -417 -417 0 -214 -214 0 -203 -203 0

5～9歳 901 727 -108 5～9歳 856 680 -114 5～9歳 1,757 1,407 -222 0～4歳（2020年）→5～9歳（2025年） -189 0 -189 -97 0 -97 -92 0 -92

10～14歳 1,065 899 -2 10～14歳 1,004 846 -10 10～14歳 2,069 1,745 -12 5～9歳（2020年）→10～14歳（2025年） 14 0 14 12 0 12 2 0 2

15～19歳 978 870 -195 15～19歳 896 821 -183 15～19歳 1,874 1,691 -378 10～14歳（2020年）→15～19歳（2025年） 54 0 54 28 0 28 26 0 26

20～24歳 654 593 -385 20～24歳 647 505 -391 20～24歳 1,301 1,098 -776 15～19歳（2020年）→20～24歳（2025年） -32 0 -32 2 0 2 -34 0 -34

25～29歳 993 761 107 25～29歳 889 570 -77 25～29歳 1,882 1,331 30 20～24歳（2020年）→25～29歳（2025年） -388 0 -388 -123 0 -123 -265 0 -265

30～34歳 1,034 852 -141 30～34歳 982 675 -214 30～34歳 2,016 1,527 -355 25～29歳（2020年）→30～34歳（2025年） -439 -2 -437 -163 -1 -162 -276 -1 -275

35～39歳 1,188 923 -111 35～39歳 1,141 846 -136 35～39歳 2,329 1,769 -247 30～34歳（2020年）→35～39歳（2025年） -215 0 -215 -86 0 -86 -129 0 -129

40～44歳 1,491 1,152 -36 40～44歳 1,385 1,103 -38 40～44歳 2,876 2,255 -74 35～39歳（2020年）→40～44歳（2025年） -54 0 -54 -30 0 -30 -24 0 -24

45～49歳 1,659 1,452 -39 45～49歳 1,582 1,322 -63 45～49歳 3,241 2,774 -102 40～44歳（2020年）→45～49歳（2025年） -43 0 -43 4 0 4 -47 0 -47

50～54歳 1,621 1,699 40 50～54歳 1,469 1,528 -54 50～54歳 3,090 3,227 -14 45～49歳（2020年）→50～54歳（2025年） 16 -1 17 45 -1 46 -29 0 -29

55～59歳 1,610 1,556 -65 55～59歳 1,518 1,400 -69 55～59歳 3,128 2,956 -134 50～54歳（2020年）→55～59歳（2025年） -50 -1 -49 -27 -1 -26 -23 0 -23

60～64歳 1,866 1,505 -105 60～64歳 1,714 1,468 -50 60～64歳 3,580 2,973 -155 55～59歳（2020年）→60～64歳（2025年） -68 -2 -66 -45 -2 -43 -23 0 -23

65～69歳 2,240 1,751 -115 65～69歳 2,294 1,643 -71 65～69歳 4,534 3,394 -186 60～64歳（2020年）→65～69歳（2025年） -48 -3 -45 -24 -2 -22 -24 -1 -23

70～74歳 2,256 2,058 -182 70～74歳 2,291 2,158 -136 70～74歳 4,547 4,216 -318 65～69歳（2020年）→70～74歳（2025年） -73 -5 -68 -24 -3 -21 -49 -2 -47

75～79歳 1,636 1,993 -263 75～79歳 1,903 2,135 -156 75～79歳 3,539 4,128 -419 70～74歳（2020年）→75～79歳（2025年） -81 -9 -72 -19 -4 -15 -62 -5 -57

80～84歳 1,357 1,257 -379 80～84歳 1,842 1,666 -237 80～84歳 3,199 2,923 -616 75～79歳（2020年）→80～84歳（2025年） -131 -37 -94 -101 -32 -69 -30 -5 -25

85～89歳 954 901 -456 85～89歳 1,527 1,436 -406 85～89歳 2,481 2,337 -862 80～84歳（2020年）→85～89歳（2025年） -81 -30 -51 -16 -8 -8 -65 -22 -43

90歳～ 484 587 -851 90歳～ 1,583 1,454 -1,656 90歳～ 2,067 2,041 -2,507 85～89歳（2020年）→90歳～（2025年） -306 -194 -112 -17 -13 -4 -289 -181 -108



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ-②．本市の独自推計（人口ビジョンにおける施策反映済）とH30推計との乖離【222人】

2020年（Ｒ2年）・2025年（Ｒ7年）とも本市の独自推計

男性
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年
男性

（増減数）

女性
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年
女性

（増減数）

男女合計
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年

男女合計
（増減数）

Ⅲ．2020年→2025年男女合計（増減数）

総数 24,822 23,054 -1,768 総数 26,318 24,499 -1,819 総数 51,140 47,553 -3,587 2020年→2025年の間の総数の増減

0～4歳 835 768 768 0～4歳 794 730 730 0～4歳 1,629 1,497 1,497 2020年→2025年の間の出生数・転入数

5～9歳 901 826 -9 5～9歳 856 774 -20 5～9歳 1,757 1,600 -29 0～4歳（2020年）→5～9歳（2025年）

10～14歳 1,065 889 -12 10～14歳 1,004 846 -10 10～14歳 2,069 1,735 -23 5～9歳（2020年）→10～14歳（2025年）

15～19歳 978 846 -219 15～19歳 896 800 -204 15～19歳 1,874 1,646 -423 10～14歳（2020年）→15～19歳（2025年）

20～24歳 654 599 -379 20～24歳 647 548 -348 20～24歳 1,301 1,146 -728 15～19歳（2020年）→20～24歳（2025年）

25～29歳 993 896 242 25～29歳 889 849 202 25～29歳 1,883 1,745 444 20～24歳（2020年）→25～29歳（2025年）

30～34歳 1,034 1,031 38 30～34歳 982 969 80 30～34歳 2,016 2,000 118 25～29歳（2020年）→30～34歳（2025年）

35～39歳 1,188 1,016 -18 35～39歳 1,141 983 1 35～39歳 2,329 1,999 -17 30～34歳（2020年）→35～39歳（2025年）

40～44歳 1,491 1,184 -5 40～44歳 1,385 1,129 -12 40～44歳 2,877 2,313 -17 35～39歳（2020年）→40～44歳（2025年）

45～49歳 1,659 1,452 -40 45～49歳 1,582 1,374 -12 45～49歳 3,241 2,825 -52 40～44歳（2020年）→45～49歳（2025年）

50～54歳 1,621 1,658 -1 50～54歳 1,469 1,562 -20 50～54歳 3,090 3,220 -21 45～49歳（2020年）→50～54歳（2025年）

55～59歳 1,610 1,585 -36 55～59歳 1,518 1,425 -44 55～59歳 3,129 3,010 -80 50～54歳（2020年）→55～59歳（2025年）

60～64歳 1,866 1,553 -57 60～64歳 1,714 1,494 -24 60～64歳 3,579 3,048 -81 55～59歳（2020年）→60～64歳（2025年）

65～69歳 2,240 1,776 -89 65～69歳 2,294 1,668 -46 65～69歳 4,534 3,444 -135 60～64歳（2020年）→65～69歳（2025年）

70～74歳 2,256 2,083 -157 70～74歳 2,291 2,208 -86 70～74歳 4,547 4,291 -242 65～69歳（2020年）→70～74歳（2025年）

75～79歳 1,636 2,013 -243 75～79歳 1,903 2,198 -93 75～79歳 3,539 4,210 -336 70～74歳（2020年）→75～79歳（2025年）

80～84歳 1,357 1,359 -277 80～84歳 1,842 1,697 -206 80～84歳 3,199 3,056 -483 75～79歳（2020年）→80～84歳（2025年）

85～89歳 954 917 -440 85～89歳 1,527 1,501 -341 85～89歳 2,481 2,418 -781 80～84歳（2020年）→85～89歳（2025年）

90歳～ 484 604 -834 90歳～ 1,583 1,744 -1,366 90歳～ 2,067 2,348 -2,199 85～89歳（2020年）→90歳～（2025年）

↑端数調整箇所

2020年（R2年）・2025年（Ｒ7年）とも社人研（Ｈ30年）の推計

男性
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年
男性

（増減数）

女性
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年
女性

（増減数）

男女合計
2020年

（推計）
2025年

（推計）

2020年→
2025年

男女合計
（増減数）

Ⅲ．2020年→2025年男女合計（増減数）
Ⅵ-Ⅴ
合計

Ⅵ-Ⅴ

合計
自然増減

Ⅵ-Ⅴ

合計
社会増減

Ⅵ-Ⅴ
男性

Ⅵ-Ⅴ

男性
自然増減

Ⅵ-Ⅴ

男性
社会増減

Ⅵ-Ⅴ
女性

Ⅵ-Ⅴ

女性
自然増減

Ⅵ-Ⅴ

女性
社会増減

総数 24,822 22,947 -1,875 総数 26,317 24,383 -1,934 総数 51,139 47,330 -3,809 2020年→2025年の間の総数の増減 -222 -74 -148 -107 -38 -70 -115 -37 -78

0～4歳 835 730 730 0～4歳 794 694 694 0～4歳 1,629 1,424 1,424 2020年→2025年の間の出生数・転入数 -73 -73 0 -38 -38 0 -36 -36 0

5～9歳 901 824 -11 5～9歳 856 772 -22 5～9歳 1,757 1,596 -33 0～4歳（2020年）→5～9歳（2025年） -4 0 -4 -2 0 -2 -2 0 -2

10～14歳 1,065 887 -14 10～14歳 1,004 844 -12 10～14歳 2,069 1,731 -26 5～9歳（2020年）→10～14歳（2025年） -3 0 -3 -2 0 -2 -2 0 -2

15～19歳 978 842 -223 15～19歳 896 795 -209 15～19歳 1,874 1,637 -432 10～14歳（2020年）→15～19歳（2025年） -9 0 -9 -4 0 -4 -5 0 -5

20～24歳 654 591 -387 20～24歳 647 539 -357 20～24歳 1,301 1,130 -744 15～19歳（2020年）→20～24歳（2025年） -16 0 -16 -8 0 -8 -9 0 -9

25～29歳 993 884 230 25～29歳 889 835 188 25～29歳 1,882 1,719 418 20～24歳（2020年）→25～29歳（2025年） -26 0 -26 -12 0 -12 -14 0 -14

30～34歳 1,034 1,015 22 30～34歳 982 951 62 30～34歳 2,016 1,966 84 25～29歳（2020年）→30～34歳（2025年） -34 0 -34 -16 0 -16 -18 0 -18

35～39歳 1,188 1,009 -25 35～39歳 1,141 975 -7 35～39歳 2,329 1,984 -32 30～34歳（2020年）→35～39歳（2025年） -15 0 -15 -7 0 -7 -8 0 -8

40～44歳 1,491 1,182 -6 40～44歳 1,385 1,127 -14 40～44歳 2,876 2,309 -20 35～39歳（2020年）→40～44歳（2025年） -3 0 -3 -1 0 -1 -2 0 -2

45～49歳 1,659 1,448 -43 45～49歳 1,582 1,369 -16 45～49歳 3,241 2,817 -59 40～44歳（2020年）→45～49歳（2025年） -7 0 -7 -3 0 -3 -4 0 -4

50～54歳 1,621 1,654 -5 50～54歳 1,469 1,557 -25 50～54歳 3,090 3,211 -30 45～49歳（2020年）→50～54歳（2025年） -9 0 -9 -4 0 -4 -5 0 -5

55～59歳 1,610 1,583 -38 55～59歳 1,518 1,423 -46 55～59歳 3,128 3,006 -84 50～54歳（2020年）→55～59歳（2025年） -4 0 -4 -2 0 -2 -2 0 -2

60～64歳 1,866 1,550 -60 60～64歳 1,714 1,491 -27 60～64歳 3,580 3,041 -87 55～59歳（2020年）→60～64歳（2025年） -6 0 -6 -3 0 -3 -3 0 -3

65～69歳 2,240 1,775 -91 65～69歳 2,294 1,667 -47 65～69歳 4,534 3,442 -138 60～64歳（2020年）→65～69歳（2025年） -3 0 -3 -2 0 -2 -1 0 -1

70～74歳 2,256 2,082 -158 70～74歳 2,291 2,207 -87 70～74歳 4,547 4,289 -245 65～69歳（2020年）→70～74歳（2025年） -3 0 -3 -1 0 -1 -1 0 -1

75～79歳 1,636 2,012 -244 75～79歳 1,903 2,197 -94 75～79歳 3,539 4,209 -338 70～74歳（2020年）→75～79歳（2025年） -2 0 -2 -1 0 -1 -1 0 -1

80～84歳 1,357 1,358 -278 80～84歳 1,842 1,696 -207 80～84歳 3,199 3,054 -485 75～79歳（2020年）→80～84歳（2025年） -2 0 -2 -1 0 -1 -1 0 -1

85～89歳 954 917 -440 85～89歳 1,527 1,501 -341 85～89歳 2,481 2,418 -781 80～84歳（2020年）→85～89歳（2025年） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

90歳～ 484 604 -834 90歳～ 1,583 1,743 -1,367 90歳～ 2,067 2,347 -2,201 85～89歳（2020年）→90歳～（2025年） -2 -1 -1 0 0 0 -1 -1 0

↑端数調整箇所
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